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Ⅰ．問題と目的 
 
初めて行政により示された知的障害の定義によると、知的障害は「種々の原因により精神

発育が恒久的に遅滞し、このため知的能力が劣り、自己の身辺の事がらの処理および社会生

活への適応が著しく困難なもの」とされていた（文部事務次官通達, 1953 : 北沢, 2007）。そ

の為、知的障害は「恒久的に遅滞している状態」であり、「知的能力が劣ることで社会生活へ

の適応が困難」とされていた。その為、主に知的能力を測定するための知能検査を重視して

診断が下されていた。しかしながら、近年では知的障害を個人の現在の機能（自立の程度）

や自立に必要な支援の程度を見極めるようになり、「適応能力」と「支援必要性の有無」が重

視されるようになっている。 
現在、知的障害は診断基準や疾病分類により異なるものの、ほとんどがその程度によって

軽度、中等度、重度、最重度、暫定、特定不能に分けられている（日本精神神経学会, 2018 :  
ICD-11 仮訳）。特に、軽度知的障害に関しては、器質的な病理性を示す研究はほとんどなさ

れておらず「心理社会的不利」を想定して診断が下される場合がほとんどである。そのため、

状態が環境的・社会的条件で変わり得る可能性がある（文部科学省, 2013）とされており、教

育的支援や社会的サポートをすることにより、日常生活を営むことは難しくないと捉えられ

ているのが現状である。  
教育的支援や社会的サポートを行うにあたり、対象となる児童・生徒の心理・生理・病理

的変化を捉えることは重要である。環境の中に個人が存在し、環境との関係により個人の心
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理・生理・病理的変化が引き起こされ、行動変容に繋がるからだ。つまり、「適応行動」は、

個人が持つ病理的要因に加えて心理・生理的変化を伴って表出された結果としての「行動」

と捉えることができる。特に、知的障害のある児童・生徒に関しては、身体的機能について

は健康である場合も多いため、病理的要因や生理的な状態、心理的な変化を考慮した教育的

サポートを行うことで、より高い教育的効果が見込まれるのではないかと考えられる。 
しかしながら、「適応行動」に関する尺度はいくつか存在しているものの、知的障害のある

児童・生徒の病理的側面や心理・生理的変化を包括的に捉え、効果的な教育的支援の実施に

繋げようとする研究はない。そのため、それらの変化を定量的に測るツールも開発されてい

ない。 
そこで、本研究では複数存在している知的障害の定義や診断基準を整理する。また、知的

障害の発生要因や適応能力の定義・評価に、病理的要因や心理的特徴・生理的変化に関する

側面を考慮した文言が表記されているのかを検討する。 
加えて、教育現場において知的障害のある児童生徒の心理・生理・病理的な状態や変化を

捉える際にどのような領域が設定されるべきかを明らかにすることで、教育的支援を実現す

るためのツールの構成要素を検討することを目的とする。 
 
 

Ⅱ．方法 
 

知的障害については、精神遅滞、知的機能障害など時代や定義する機関によって名称に違

いが生じる。本研究では、それらを知的障害として統一して使用することとした。 
現在、国際的な定義として、国際疾病分類（International Statistical Classification of 

Diseases and Related Health Problems; ICD）、精神障害の診断と統計マニュアル

（Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders ; DSM）、アメリカ知的・発達障

害協会（American Association on Intellectual and Developmental Disabilities ; AAIDD）

が挙げられる。また、日本においては日本の行政機関によっても定義されている。この 4 つ

の定義及び診断基準について整理するために、各機関が発行している書籍や、J-Stage、
Google Scholar を使用して「知的障害・診断基準」と検索し抽出された論文に基づいて定義

や診断基準等を整理した。それぞれの定義や診断基準、診断に関わる適応能力の評価におい

て、知的障害の心理的特徴や・生理的変化・病理的側面を考慮しているか否かを検討した。

加えて、国内における知的障害児への支援の基準と教育的対応の特徴についても心理的特徴

や・生理的変化・病理的側面を考慮しているか否かを検討した。 
それらを踏まえた上で、知的障害のある児童・生徒の心理・生理・病理的変化を捉える際に、

どのような領域が設定されるべきかを明らかにする。小原・仲黒島・長浜ら（2015）は、肢

体不自由児・病弱児の心理・生理・病理的側面を測定する尺度（Psychology, Physiology and 
Pathology Assessment Tool for Children with Health Impairments; PATCHI）を開発する

ために、筋ジストロフィー患者のための QOL 尺度（Muscular Dystrophy Quality of Life 
Assessment Scale 60; MDQoL-60）や子どもの QOL を測定する尺度である KIDSCREEN
を参考に項目を収集した。その先行研究を参考に、知的障害のある児童・生徒の心理・生理・

病理的変化を測定するための領域として、「知的障害者の QOL」、「子どもの QOL」に関する

論文や尺度から領域の検討を行い、ツールの構成要素を検討した。 



 DOI: https://doi.org/10.20744/trr.7.0_83 
Total Rehabilitation Research, VOL.7 83-94 

 

 
85 

Ⅲ．結果 
 
1. 知的障害の定義と診断基準 
 知的障害に関する国際的な定義・診断基準として、1）世界保健機関（World Health 
Organization; WHO）の国際疾病分類（ICD）による定義、2）アメリカ精神医学会（American 
Psychiatric Association; APA）が出版している精神障害の診断と統計マニュアル（DSM）に

おける定義・診断基準、3）アメリカ知的・発達障害協会（American Association on Intellectual 
and Developmental Disabilities; AAIDD）定義・診断基準、4）日本における知的障害の定

義及び診断基準を取り上げる。 
 
1) 世界保健機関（WHO）の国際疾病分類（ICD）による定義  
国際疾病分類（ICD）は、世界保健機関（WHO）が作成する国際的に統一した基準で定め

られた死因及び疾病の分類である。日本においては、公的統計（人口動態統計等）や医療機

関における診療録の管理等においても広く活用されている。ICD-10 及び ICD-11 における定

義及び診断基準を表 1 にまとめる。 
ICD-10（2016 Ver.）においては、精神遅滞（Mind mental retardation）と表記され、標

準化された知能テストによって精神発達の程度が推定される事、社会的適応を評価する尺度

によって補完され、熟練の診断医によって知的機能の全体的な評価がなされることが示され

ている。ICD-11（2019 Ver.）においては、知的発達障害（Disorders of intellectual development）
と示されている。また、診断についても、標準化されたテストの他に、行動指標の適切な評

価に基づく臨床判断が重要であるとしている。 
 

2) アメリカ精神医学会（APA）が出版している精神障害の診断と統計マニュアル（DSM）

における定義・診断基準 
DSM-IV-TR、DSM-V における定義及び診断基準を表 2 にまとめる。DSM-IV-TR は、1994

年に出版された DSM-IV の改訂版として、2000 年に出版された。そこには知的障害ではな

く精神遅滞という表記がなされており、①明らかな知的機能の遅れ、②適応機能の障害、③

18 歳以前の発症が条件として示されている。 
DSM-V の程度分類から、IQ の程度範囲という基準が削除された。それに代わって、軽度

～最重度の程度ごとに DSM-V に表示された概念的領域、社会的領域、実用的領域のそれぞ

れで達成されるべき課題などを参考して知的 障害の程度（軽度～最重度）が判定されること

になった（田巻・堀田・加藤, 2014）。 
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表 1 ICD-10 及び ICD-11 の知的障害に関する定義及び分類 
定義元 項目 内容 

ICD-10 
（2016 Ver.） 

定義 ‑ A condition of arrested or incomplete development of the mind, which is 
especially characterized by impairment of skills manifested during the 
developmental period, skills which contribute to the overall level of intelligence, 
i.e. cognitive, language, motor, and social abilities. Retardation can occur with 
or without any other mental or physical condition. 

‑ Degrees of mental retardation are conventionally estimated by standardized 
intelligence tests. These can be supplemented by scales assessing social 
adaptation in a given environment. These measures provide an approximate 
indication of the degree of mental retardation. The diagnosis will also depend 
on the overall assessment of intellectual functioning by a skilled diagnostician. 

‑ Intellectual abilities and social adaptation may change over time, and, however 
poor, may improve as a result of training and rehabilitation. Diagnosis should 
be based on the current levels of functioning. 

‑ Use additional code, if desired, to identify associated conditions such as autism, 
other developmental disorders, epilepsy, conduct disorders, or severe physical 
handicap. 

分類 F70 Mild mental retardation 
F71 Moderate mental retardation 
F72 Severe mental retardation 
F73 Profound mental retardation 
F78 Other mental retardation 
F79 Unspecified mental retardation 

ICD-11 
（2019 Ver.） 
 

定義 Disorders of intellectual development are a group of etiologically diverse 
conditions originating during the developmental period characterized by 
significantly below average intellectual functioning and adaptive behavior that 
are approximately two or more standard deviations below the mean 
(approximately less than the 2.3rd percentile), based on appropriately normed, 
individually administered standardized tests. Where appropriately normed and 
standardized tests are not available, diagnosis of disorders of intellectual 
development requires greater reliance on clinical judgment based on appropriate 
assessment of comparable behavioural indicators. 

分類 ≫Neurodevelopmental disorders 
6A00.0 Disorder of intellectual development, mild 
6A00.1 Disorder of intellectual development, moderate 
6A00.2 Disorder of intellectual development, severe  
6A00.3 Disorder of intellectual development, profound   
6A00.4 Disorder of intellectual development, provisional   
6A00.Z Disorders of intellectual development, unspecified   

 
表 2  DSM-IV-TR 及び DSM-Ⅴの知的障害に関する定義及び分類 

定義元 項目 内容 
DSM-IV-TR 
（2003） 

定義及び 
診断基準 

DSM-IV-TR では､「精神遅滞」という用語が使われている。 
1. 明らかな知的機能の遅れ：個別施行による知能検査で、おおよそ 70 以下の

IQ（平均より 2 標準偏差下が目安）（幼児においては、臨床的判断による） 
2. 同時に、現在の適応機能（すなわち、その文化圏でその年齢に対して期待さ

れる基準に適合する有能さ）の欠陥または不全が、以下のうち 2 つ以上の領

域で存在：コミュニケーション、自己管理、家庭生活、社会的/対人的技能、

地域社会資源の利用、自律性、発揮される学習能力、仕事、余暇、健康、安

全 
3. 発症は 18 歳以前である 

DSM-Ⅴ 

(2014) 
定義及び 
診断基準 

知的能力障害（知的発達症）は、発達期に発症し、概念的、社会的、および実用

的な領域における知的機能と適応機能両面の欠陥を含む障害である。以下の 3 つ

の基準を満たさなければならない。 
 
A. 臨床的評価および個別化、標準化された知能検査によって確かめられる、

論理的思考、問題解決、計画、抽象的思考、判断、学校での学習、および経

験からの学習など、知的機能の欠陥。 
B. 個人の自立や社会的責任において発達的および社会文化的な水準を満たす

ことができなくなるという適応機能の欠陥、継続的な支援がなければ、適

応上の欠陥は、家庭、学校、職場、および地域社会といった多岐にわたる

環境において、コミュニケーション、社会参加、および自立した生活とい

った複数の日常生活活動における機能を限定する。 
C. 知的および適応の欠陥は、発達期の間に発症する。 
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3) アメリカ知的・発達障害学会 AAIDD における定義と診断基準 
アメリカ知的・発達障害学会（AAIDD）は 1876 年に設立されたアメリカ精神遅滞学会

（American Association on Mental Retardation; AAMR）を前身とした知的障害や発達障害

がある人々とその専門家の最も歴史があり、規模が大きな学術団体とされている（神山, 
2017）。AAIDD は 10 年に 1 度の頻度で「知的障害:定義、分類及び支援体系」を改訂して発

行しており、日本においては日本発達障害福祉連盟により発行されている。AAIDD（前

AAMR）における定義及び診断基準を表 3 にまとめる。 
 

表 3 AAIDD（前 AAMR）の知的障害に関する定義及び分類 
定義元 項目 内容 

AAIDD 
（前 AAMR） 
第 8 版 
（1983） 
 

知 的 障 害

の定義 
精神遅滞は、明らかに平均以下の全般的知的機能であり、併存する適応行動の障

害を生じたり、それと関連し、発達期に生じる。 
適 応 行 動

の定義 
適応行動とは、その人の年齢と文化から期待される成熟、学習、個人的自立、ま

たは社会的責任の基準に適合する能力の明らかな制約。 
診断基準 標準化された IQ と適応行動。 

標準化された知能検査で、IQ70 以下;上限はガイドラインであり、75 以上まで引

き上げられうる。 
AAIDD 
（前 AAMR） 
第 9 版 
（1992） 
 

知 的 障 害

の定義 
精神遅滞は現在の機能の明らかな制約をさす。それらは、明らかに平均以下の知

的機能で特徴づけられ、応用可能な適応スキル領域（コミュニケーション、身辺

処理、家庭生活、ソーシャルスキル、地域資源の利用、自己管理、健康と安全、

実用的な学業、余暇、及び仕事）の 2 つ以上の関連した制約と共存する。知的障

害は、18 歳前に生じる。 
適 応 行 動

の定義 
適応スキルは、与えられた状況に適合する能力と状況からの要求に適合するよう

に行動を変える能力の両方を反映する能力の集合を指す。10 の適応スキル領域

が特定されており、年齢に相応する 2 つ以上のスキル領域で個別的証拠が十分に

包括的な制約を示し、制約があると解釈されることが条件である。 
10 領域は、コミュニケーション、身辺処理、家庭生活、ソーシャルスキル、地域

資源の利用、自己管理、健康と安全、実用的な学業、余暇、及び仕事である。 
診断基準 標準化された知能検査と適応行動スキルの検査が、チームによる観察と臨床的判

断と組み合わされて、妥当性のある評価尺度と方法が使用される。 
AAIDD 
（前 AAMR） 
第 10 版 
（2002） 

知 的 障 害

の定義 
知的障害は、知的機能及び適応行動（概念的、社会的及び実用的な適応スキルで

表される）の双方の明らかな制約によって特徴づけられる能力障害である。この

能力障害は、18 歳までに生じる。 
 
5 つの前提: 
1. 現在の機能の制約は、その人と同年齢の仲間や文化に典型的な地域社会の情況

の中で考えなければならない。 
2. 妥当な評価は、コミュニケーション、感覚、運動及び行動の要因の差異はもち

ろんのこと、文化 的および言語的な多様性を考慮しなければならない。 
3. 個人の中には、制約がしばしば強さと 共存している。 
4. 制約を記述することの重要な目的は必要とされる支援のプロフィールを作り 

出すことである。 
5. 長期間にわたる適切な個別的な支援によって、知的障害を有する人の生活 機

能は全般的に改善するであろう。 
適 応 行 動

の定義 
適応行動は、日常生活において機能するために人々が学習した概念的、社会的及

び実用的なスキルの集合である。適応行動の制約は、日常生活および生活上の変

化と環境からの要求に対応する能力の双方に影響し、他の 4 つの次元（知的能力、

参加・対人関係・社会的役割、健康、情況）に照らして考慮されるべきである。

適応行動の明らかな制約は、生涯を有する人と有しない人を含んだ一般人口につ

いて標準化された尺度の使用によってのみ確定されることができ、 
1. 適応行動の三領域（概念的 スキル、社会的スキル、実用的スキル）の内、一つ

の領域が障害されていること。 
2. 三領域の調査項目を含む評価尺度の総合得点が「mean － 2SD 以下」である

こと。 
診断 標準化された知能検査と適応行動スキルの検査が、チームによる観察と臨床的判

断と組み合わされて、妥当性のある評価尺度と方法が使用される。 
米国精神遅滞協会（2004）及び米国知的・発達障害用語・分類特別委員会（2012）作成の表を一部改変 

 



 DOI: https://doi.org/10.20744/trr.7.0_83 
Total Rehabilitation Research, VOL.7 83-94 

 

 
88 

適応行動の査定として、アメリカ知的障害連盟（AAMR）版適応行動尺度、ヴァインラン

ド適応行動尺度、社会能力査定尺度などの使用が推奨されている（DSM-V）。それぞれの尺

度の構成要素について、表 4 にまとめる。 
 

表 4 適応行動の尺度と構成要素  
尺度名 構成要素 

アメリカ知的障害連盟（AAMR）版 
適応行動尺度 

アメリカ知的障害連盟（AAMR）版適応行動尺度 2 部構

成であり、第 1 部は自立の機能と日常生活スキルに関連

する 10 の領域（例：食事、排泄、お金の取り扱い等）か

ら成り立っている。第 2 部は不適応行動に関する 7 つの

領域（例：任せられる程度、自傷行動）などから構成され

ている。 
ヴァインランド適応行動尺度 
（Vineland Adaptive Behaver Scale） 

Vineland™-II 適応行動尺度は、4 つの適応行動領域（コミ

ュニケーション、日常生活スキル、社会性、運動スキル）

と不適応行動領域から構成されており、それぞれに下位領

域が設定されている。 
 

（日本文化科学社(2014) Vineland™-II 適応行動尺度より） 
社会能力査定尺度 
（Assessment of Social Competence） 

社会能力査定尺度（ASC）は、社会的機能と知的機能を測

定する目的で作成されており、11 の社会生活機能に含ま

れる 252 項目の質問から成り立っている（例：会話を始

める、決まりを守る、好みを言う等）。 
 
 
4) 日本における知的障害の定義 
 厚生労働省において、5 年周期で知的障害児（者）基礎調査が実施されている。基礎調査に

使用されている知的障害の定義は、「知的機能の障害が発達期（おおむね 18 歳まで）にあら

われ、日常生活に支障が生じているため、何らかの特別の援助を必要とする状態にあるもの

（厚生労働省, 2005）」とされている。 
また、文部科学省においては「知的障害とは、記憶、推理、判断などの知的機能の発達に

有意な遅れがみられ、社会生活などへの適応が難しい状態（文部科学省, 2013）」と定義され

ている。 
 
2. 知的障害の生理的状態及び病理的要因と心理的特徴 
 一般的に、知的障害の生理的な状態や病理的要因に関して、大きく分けて出生前の原因、

出産中または出産直後の原因、出生後の原因の 3 つに分けられている。 
出生前の要因として、子ども自身が持つ遺伝子や染色体の異変から起こる内的原因と、子

どもが母体を通して受ける様々な影響から起こる外的原因に分けることができる。内的原因

として、染色体異常（ダウン症、脆弱 X 症候群等）、症候群としての障害（デュシェンヌ型筋

ジストロフィー、プラダ―ウィリー症候群）、先天性代謝異常（フェニルケトン尿症、テイサ

ックス病等）、脳形成の発達的障害（無脳症、二分脊椎、水頭症等）、外的原因としては、環

境要因（母体の栄養不良、代謝異常、感染症、薬物、胎児性アルコール症候群等）が挙げら

れている（AAMR, 1992）。これらを検討するために、検討事項に応じて染色体検査や DNA
解析、タンデムマス質量分析計を用いた新生児スクリーニング、神経画像検査（CT や MRI）
等が行われる。 
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出産中または出産直後の要因として、子宮内障害（母体の貧血症、早産、異常胎位出産等）

や新生児障害（頭蓋内出血、新生児発作、呼吸障害等）が挙げられている。これらに関して

は、必要に応じて医療機関において出生・新生児期の記録の再検討等が行われている。出産

時の原因は医療体制の進歩とともに少なくなってきているのが現状である（有馬, 2007）。 
出生後の原因として、頭部外傷（脳震盪、脳裂傷等）、感染症（脳炎、髄膜炎等）、脱髄鞘

化障害（感染後遺症、免疫後遺症等）、進行性・退行性障害（レット症候群、ハンチントン病

等）、発作性障害（てんかん等）、有害物質の代謝障害（ライ症候群、鉛・水銀中毒等）、栄養

失調（たんぱくカロリー性栄養不良等）、環境的不利と社会的不利（心理社会的不利）、不適

切な教育が挙げられている。これらに関しては、必要に応じて医療機関において神経画像検

査や脳波検査、毒物学的検査が行われる。また場合によって、心理評価や教育記録の再検討

など他機関との連携が行われる。 
しかしながら、上記にあげた生理的な状態や病理的要因の全てが知的障害の原因になるわ

けではない。あくまで、上記の条件・疾病・症候群が知的障害の原因となりやすいことは確

かではあるが、これらの原因が知的障害の定義となる知的機能と適応行動に関して直接的な

原因となるかは明らかでない（Heward, 2007）。 
 また、知的障害のある児童・生徒の心理的な特徴として、自己肯定感が低い可能性があげ

られる。これは、DSM-V において、知的障害の環境的な発生要因として養育の剥奪、社会

的、言語的及びその他の刺激があげられていることや、学習での失敗経験等によって回りの

人（親や教師、仲間など）からポジティブに評価されないことが予想されている（別府・坂

本, 2005）ためである。 
 
3. 国内における知的障害児への支援と教育的対応 
 アメリカ精神遅滞学会は、第 9 版定義（AAMR, 1992）において、知能水準の低下と適応

スキルの障害に加えて、社会的サポートを必要とする程度や内容により、①一時的、②限定

的、③長期的、④永続的のいずれかを要する状態に分類されることになった（田巻・堀田・

加藤, 2014）。知的障害児・者への支援・援助の程度の定義は以下のように分類されている（表

5）。 
表 5 適応行動の尺度と構成要素 

支援・援助の程度 支援の内容 
一時的（Intermittent） 基本的には必要な時だけの一時的な支援・援助。 

限定的（Limited） 支援・援助の程度は一貫して繰り返しが必要な、短期の、しかし偶発

的ではないもの。 

長期的（Extensive） 少なくともある環境（職場・家庭など）において規則的に必要で、一

定期間内の支援・援助ではない支援・援助。 
全面的（Pervasive） 一貫した強力な支援・援助。生涯にわたって必要となる可能性もある。 

 
 
現在、知的障害のある児童・生徒に関しては主に特別支援学校や特別支援学級において教

育が行われている。知的障害の指導法については、児童・生徒の実態把握、取り組む課題の

分析、環境整備や指導・支援方法が的確でないことが指摘されている（竹野・田中・門西，

2012)。 
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太田・矢野・井口ら（2018）は、日本における知的障害児の指導法の特徴分析を行った。

その結果、知的障害児への教育の特徴として、児童・生徒の好きなものを取り入れた教育的

対応などが行われているが、強化子として作用している場合が多く将来的に自立することを

目的ついて自発的に集中や学習意欲を引き出す指導ではない可能性があると指摘している。 
 
 

Ⅳ．考察 
 
1. 定義の変遷から見る知的障害の診断について 
 知的障害の定義に多少の違いはあるが、①全般的な知的機能の低さ、②適応能力の低さ、

③18 歳までの発症を共通する要素として挙げることが出来る。①知的能力の低さについては

標準化された知能検査で測定され、適応行動は観察によるチェックリスト又は観察尺度によ

って測定されている。 
以前は、知的障害の診断は、主に知能検査によって判断されていた。しかし、近年では知

能検査自体の問題点が指摘されるようになったことや、国際障害分類（International 
Classification of Impairments, Disabilities and Handicaps ; ICIDH）から国際生活機能分

類（International Classification of Functioning, Disability and Health ; ICF）への移行の

中で病因よりも社会的関係性を重視するようになってきたことで、どちらかと言えば、知的

能力よりも適応行動を重視するようになってきたといえるだろう。また、その結果、日常生

活における適切な支援・社会的サポートを検討することの方が重要であると考えられるよう

になってきたのではないかと考えられる。 
しかしながら、適応行動を評価するツールの中には、コミュニケーションや日常生活スキ

ル等を中心とした社会へどれぐらい適応しているのかを評価する領域と、不適応を起こした

際に見られる行動の変化を評価する領域のみが設定されていた。つまり、知的障害の診断基

準や適応能力の定義・評価には心理・生理・病理的変化を反映した文言は表記されておらず、

また、それを評価する領域は設定されていない。 
人は環境による影響に対して心理面が変化しながら、障害がある場合は、生理・病理的側

面の影響も受けつつ、適応的な行動をとることが出来る。また、場合によっては、環境の変

化によって生理・病理的な変化もしつつ、不適応行動をとることもあるだろう。しかしなが

ら、知的障害のある児童・生徒への心理・生理・病理的変化という側面を定量的に測定する

ツールはなく、それを教育的支援や社会的サポートに生かそうと試みる研究も今までなされ

ていない。 
肢体不自由児・病弱児教育に関しては、心理・生理・病理的側面を測定する尺度（PATCHI）

が開発されている（Kohara, Kwon and Goto et al, 2015）。この PATCHI は、特別支援教育

成果評価尺度（Special Needs Education Assessment Tool ; SNEAT）との関連性が確認さ

れており、教育現場において実際に PATCHI と SNEAT を活用し心理・生理・病理の変化と

授業成果の関連性についても示されている（小原・仲黒島・長浜ら, 2015）。このように、特

別支援教育の分野においては、健常児と比較しても変化が大きく影響も大きい心理・生理・

病理的側面を踏まえた上で授業内容を検討することが重要であり、そうすることで、障害の

ある児童・生徒の教育的ニーズに応えることが出来るのではないかと考えられる。 
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2．知的障害のある児童・生徒の心理・生理・病理的変化を評価する尺度の構成概念の検討 
 PATCHI は、作成の際に疾患 QOL 尺度と子どもの QOL 尺度を基に項目の収集がなされ

ており、心理的領域、生理的領域・病理的領域が設定されている。それぞれの領域には、「病

理的領域：病気（障害）が原因で友達との交流に影響を及ぼしている」、「生理的領域：疲れ

を感じている」、「心理的領域：不安を感じている」など知的障害のある児童・生徒にも関連

することや、「生理的領域：声がだしにくい、発音しにくいなどで困っている」、「生理的領域：

排尿・排便のコントロールが上手く出来ている」など肢体不自由児・病弱児に特化した項目

もあり検討が必要であると考えられる。 
知的障害者の QOL に関しては Cummins（1997）が開発した Comprehensive Quality of 

Life Scale—Intellectual/Cognitive Disability, 5th ed.が挙げられる。その領域としては、物

質的幸福（Material well-being）、健康（Health）、生産性（Productivity）、親密さ（Intimacy）、
安全性（Safety）、地域社会における居場所（Place in community）、感情的な幸福（Emotional 
well-being）などが設定されている。 
また、Schalock, Gardner & Bradley（2007）、Schalock & Verdugo（2002）による研究で

は、知的障害のある人の QOL を考える際、情緒的幸福（Emotional well-being）、対人関係

（Interpersonal relations）、物質的幸福（Material well-being）、自己啓発（Personal 
development）、身体的幸福（Physical well-being）、自己決定（Self-determination）、社会

的包摂（Social inclusion）、権利（Rights）の 8 つのライフドメインが必要であるとしてい

る。 
知的障害のある児童・生徒の心理・生理・病理的変化を測定するにあたり、心理的な側面

に関しては、地域社会における居場所（Place in community）や親密さ（Intimacy）、対人関

係（Interpersonal relations）に関連する心理的な変化に関する項目を入れる必要がある。例

えば、PATCHI にも項目として設定されている「イライラしたり、腹を立てたりしている」

や「不安を感じている」などである。また、自己啓発（Personal development）や自己決定

（Self-determination）などに見られる自己肯定感に関する部分も入れる必要があるのでは

ないかと考えられる。 
生理的内容については、PATCHI の中では「声がだしにくい、発音しにくいなどで困って

いる」、「文字を書くのに困難さを感じている」、「疲れを感じている」など、生理的要因によ

り学習中に見られる困難を中心に項目が構成されている。知的障害のある児童・生徒の学習

中の様子については、①ことばが覚えられない、②物事を記憶しておくことができない、動

きがぎこちなく、③細かい作業が苦手という特徴がある（有馬, 2007）ため、生理的要因の項

目として検討する必要があるだろう。 
病理的内容については、知的障害自体が染色体異常など病理的要因を必ずしも伴うわけで

はないことから、知的障害以外の診断の有無について回答する欄を設ける必要があるだろう。

また、その影響を受けているかについて PACHI に設けられているような「（むせたり、痰が

からんだりなどの理由で）息が苦しいときがある」、「病気（障害）が原因で授業や勉強がし

にくいと感じている」などの項目が必要であると考えられる。 
 本論文では、知的障害に関する書籍・研究論文等を参考に、知的障害の定義と心理的特徴

や、生理的状態、病理的要因を整理することにより、心理・生理・病理的側面を踏まえた上

で教育的支援を実現するためのツールの構成要素を検討した。その結果、心理的領域として

「自己肯定感」と「対人関係」、生理的領域として「日常の生活機能」、「学習面の困難」、病
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理的領域として「健康状態」、「病気の影響」の 6 つの領域が必要ではないかと考えられる。

しかし、下位項目については未だ検討中のため、項目を精査し、知的障害児の心理・生理・

病理的側面を包括的に評価する尺度を作成する必要があるだろう。今後、研究チームを拡大

し、より多くの専門家の意見を取り入れ、理論的且つ信頼性、妥当性を検証する必要がある。

したがって、知的障害のある児童・生徒を評価する上で、領域と項目に対する多分野の専門

家や、現場の専門職の人たちによる質問紙調査を行い、内容的妥当性を検証することが必要

である。また、評価を定量化し、信頼性、構成概念妥当性の検証をすることが必要である。 
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Basic Study for Development of Assessment 
INDEX of Psychology, Physiology and 
Pathology for Intellectual Disability Children; 
From Point of Change of Diagnostic Criteria and the Definition of the 
Concept of Adaptive Behavior 
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ABSTRACT 

At present, evaluation of "adaptive behavior" is regarded as important in intellectual 
disability, and it is considered that it is not difficult to manage daily life by providing 
appropriate educational support and social support (MEXT, 2013).  

People are affected by the environment and their psychology changes, leading to action. 
If they have a disorder, in addition to the psychological aspect, the physiological and 
pathological aspects are also affected. Therefore, for children with intellectual disabilities, 
higher educational effects can be expected by providing educational support in 
consideration of psychological, physiological, and pathological aspects. 

Therefore, in this research, by defining the definition and diagnostic criteria of mental 
disorders and organizing psychology, physiology, and pathological factors, 1) Examine 
whether the contents related to psychological, physiological, pathological changes are 
described in the diagnostic criteria or adaptive behavior. 2) In addition, from the point of 
the QOL of intellectual disabilities persons and the QOL of children, it examined what 
kind of domain is necessary when capturing the psychological, physiological, and 
pathological changes of children with intellectual disabilities. 
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intellectual disability, psychology, physiology and pathology, diagnostic criteria,  
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